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貯金取引の基本

通貨の種類「預金通貨」

問　1　通貨の種類のうち「預金通貨」につい

て，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　流動性預金のことである。

⑵　流動性預金と定期性預金のことである。

⑶　現金，流動性預金および定期性預金のこ

とである。

	 正解率　40％

正解　⑴	

　解　説

⑴　通貨の種類のうち「預金通貨」とは，

貯金者が請求により直ちに現金化でき

る当座預金や普通預金などの流動性預

金（要求払い預金ともいう）のことで

ある。したがって，⑴は正しく，これ

が本問の正解である。

⑵　通貨の種類には，「現金通貨・預金通

貨・準通貨」の 3 つがあり，流動性預

金は「預金通貨」，定期性預金は「準通

貨」のことである。したがって，⑵は

誤りである。

⑶　現金（紙幣・貨幣）は「現金通貨」

のことで，流動性預金は「預金通貨」，

定期性預金は「準通貨」のことである。

したがって，⑶は誤りである。

マ ネ ー ス ト ッ ク

問　2　マネーストックについて，誤っている

ものを 1つ選びなさい。

⑴　マネーストックは，通貨量残高とも呼ば

れ，一般法人，個人，地方公共団体など民

間部門で保有する通貨量の残高がどのくら

いあるかを示したものである。

⑵　企業や経済活動が活発なときは，マネー

ストックの伸びも高い傾向がある。

⑶　マネーストックは，対象金融機関と通貨

やどの範囲の預金を含めるかで，M1，M2，

M3 の 3 つの指標がある。

	 正解率　51％

正解　⑶	

　解　説

⑴　マネーストックは，通貨量残高とも

貯　　金
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呼ばれ，金融機関と中央政府を除く，一 

般法人，個人，地方公共団体など民間

部門で保有する通貨量の残高がどのくら

いあるかを示したもので，とくに増減率

は景気動向を反映する指標としてよく

使われている。したがって，⑴は正しい。

⑵　実体経済とマネーストックとの間に

は，長い目でみると，一定の関係がある

と考えられ，景気がよく，企業や経済活

動が活発なときは，お金の受払も多く，

マネーストックの伸びも高い傾向があ

る。したがって，⑵は正しい。

⑶　マネーストックは，対象金融機関と

通貨やどの範囲の預金を含めるかで，

M1，M2，M3 および広義流動性の 4 つ

の指標がある。したがって，⑶は誤り

であり，これが本問の正解である。

金 利

問　3　金利について，誤っているものを 1

つ選びなさい。

⑴　金利には，実務上の取扱いとして長期・

短期の区別があり，貸借の期間が 1 年未満

のものを短期金利，1 年以上のものを長期

金利という。

⑵　一般の銀行では，顧客に対する最優遇貸

出金利をプライムレートという。

⑶　貸出金利は，臨時金利調整法により定め

られている年 20％の最高限度を超えない限

り自由に設定できる。

	 正解率　82％

正解　⑶	

　解　説

⑴　金利には，実務上の取扱いとして長

期・短期の区別があり，貸借の期間が

1 年未満のものを短期金利，1 年以上

のものを長期金利という。したがって，

⑴は正しい。

⑵　一般の銀行では，顧客に対する最優

遇貸出金利をプライムレート（一番優

遇された金利，長期と短期がある）と

いい，それを基準にして信用度に応じ

て適用金利を変えていく方式をとって

いる。したがって，⑵は正しい。

⑶　貸出金利は，臨時金利調整法により

定められている年 15％（ただし，返済

期限 1 年以上又は 1 件の金額 1 百万円

以下の貸出及び手形の割引等には適用

されません。）の最高限度を超えない限

り自由に設定できる。したがって，⑶

は誤りであり，これが本問の正解であ

る。

わ が 国 の 金 融 市 場

問　4　わが国の金融市場について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。

⑴　短期金融市場は，取引が公開される市場

型取引で，金利（価格）は自由，取引商品

は期間 1 年未満のものであるという性質が

ある。

⑵　コール市場は，金融機関のみが参加でき

るインターバンク市場で，翌日物を中心と

する金融機関間の資金貸借を行う市場であ

る。

⑶　オープン市場は，金融機関のほか一般企

業や個人投資家も参加できる市場で，CD

市場，CP 市場，現先市場などがある。
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	 正解率　24％

正解　⑶	

　解　説

⑴　短期金融市場は，インターバンク市

場とオープン市場があり，取引商品の

種類，市場参加者の範囲などによって

分けられるが，共通して，①取引が公

開される市場型取引である。②金利（価

格）は自由である。③取引商品は期間

1 年未満のものであるという性質があ

る。したがって，⑴は正しい。

⑵　コール市場は，金融機関のみが参加

できるインターバンク市場で，借りた

日の翌日に返済する「翌日物」を中心

とする金融機関間の資金貸借を行う市

場である。したがって，⑵は正しい。

⑶　オープン市場は，個人投資家を除く

金融機関のほか一般企業なども参加で

きる市場で，CD 市場，CP 市場，現先

市場などがある。したがって，⑶は誤

りであり，これが本問の正解である。

組 合 の 信 用 事 業

問　5　農協・漁協（以下「組合」という）の

信用事業について，誤っているものを 1つ選

びなさい。

⑴　信用事業を行う組合とは，農業協同組合

法あるいは水産業協同組合法にいう「組合

員の貯金または定期積金の受入」の事業を

行う組合のことをいう。

⑵　信用事業の業務は貯金に限られているわ

けではないので，貯金を取扱わなくても他

の信用事業を取扱うことができる。

⑶　貯金業務は，組合員が出資している出資

組合だけが取扱うことができる。

	 正解率　49％

正解　⑵	

　解　説

⑴　信用事業を行う組合とは，組合の事

業範囲を定めている農業協同組合法あ

るいは水産業協同組合法にいう「組合

員の貯金または定期積金の受入」の事

業を行う組合のことをいう。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　貯金を取扱わずに他の信用事業を行

うことはできない。また，すべての組

合が信用事業を行うことができるわけ

でなく，資格ないし条件が必要である。

したがって，⑵は誤りであり，これが

本問の正解である。

⑶　貯金業務は，農漁協とも組合員が出

資している出資組合だけが取扱うこと

ができる。したがって，⑶は正しい。

信用事業担当者の心構え

問　6　信用事業担当者の心構えについて，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　組合の内部的な定款，規程，事務手続な

どを除き，組合業務に関係する法律や命令，

条例など，いわゆるコンプライアンス（法

令遵守）を遵守しなければならない。

⑵　金融機関の職員には，「金融機関の職員と

して当然に要求される注意をもって業務の

遂行にあたる義務」を果たさなければなら

ない「善管注意義務」がある。

⑶　機微情報，秘密情報など，業務上知り得

た個人あるいは法人の秘密を漏らしてはな

らない「守秘義務」がある。
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	 正解率　59％

正解　⑴	

　解　説

⑴　金融機関の職員が遵守しなければな

らないコンプライアンスは，「法令等の

遵守」と呼ばれ，組合業務に関係する

法律や命令，条例などの法令のみなら

ず，組合の定款，規程，事務手続など

内部的なものも含まれる。したがって，

⑴は誤りであり，これが本問の正解で

ある。

⑵　金融機関の職員には，「金融機関の職

員として当然に要求される注意をもっ

て業務の遂行にあたる義務」を果たさ

なければならない「善管注意義務」（善

良な管理者としての注意義務）が課さ

れており，組合の信用事業の職員にも

適用される。したがって，⑵は正しい。

⑶　金融機関の職員には，「機微情報，秘

密情報など，業務上知り得た個人ある

いは法人の秘密を漏らしてはならない」

守秘義務がある。したがって，⑶は正

しい。

事 務 処 理 の 基 本 原 則

問　7　事務処理の基本原則について，誤って

いるものを 1つ選びなさい。

⑴　現物主義の原則とは，現金や小切手・手

形類の受渡しにあたってはその場でしっか

りと確認することをいう。

⑵　確認主義の原則とは，照合・照査・検証

などいわゆる相互牽制制度のことをいう。

⑶　個人責任主義の原則とは，「個々の仕事

の責任は事務処理を遂行する個人にある」と 

いうことを前提にして，職務分担に応じた仕

事を各担当者が責任をもって行うことをいう。

	 正解率　71％

正解　⑵	

　解　説

⑴　事務処理の基本原則には，「現物主義・

確認主義・検証主義・記録主義・個人

責任主義」の 5 原則があり，現物主義

の原則とは，現金や小切手・手形類の

受渡しにあたってはその場でしっかり

と確認することをいう。したがって，

⑴は正しい。

⑵　確認主義の原則とは，担当者はでき

あがった仕事を，必ずもう一度見直し

て間違いがないか再確認することをい

う。照合・照査・検証などの相互牽制

制度は，検証主義の原則である。した

がって，⑵は誤りであり，これが本問

の正解である。

⑶　個人責任主義の原則とは，「個々の

仕事の責任は事務処理を遂行する個人

にある」ということを前提にして，職

務分担に応じた仕事を各担当者が責任

をもって行うことをいう。したがって，

⑶は正しい。

損 傷 紙 幣 の 引 換 基 準

問　8　日本銀行が行う損傷紙幣の引換基準に

おいて，損傷紙幣のうち，額面金額の全額引

換となる券面の残存面積について，正しいも

のを 1つ選びなさい。

⑴　2 分の 1 以上

⑵　3 分の 2 以上

⑶　5 分の 2 以上 3 分の 2 未満
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	 正解率　81％

正解　⑵	

　解　説

　　日本銀行が行う損傷紙幣の引換基

準においては，額面金額の全額引換と

なる券面の残存面積は，3 分の 2 以上

残っている場合である。また，額面金

額の半額引換となる券面の残存面積は， 

5 分の 2 以上 3 分の 2 未満が残ってい

る場合である。したがって，⑵が正しく，

これが本問の正解である。

貯金取引の法律的性格

問　9　貯金取引の法律的性格について，正し

いものを 1つ選びなさい。

⑴　貯金は貯金通帳，貯金証書を占有してい

る者が債権者であるという「指名債権」で

ある。

⑵　貯金は金融機関と貯金者の合意で成立す

る「諾成契約」である。

⑶　貯金は「不要式契約」であるので，貯金

通帳や貯金証書を発行しなくても貯金契約

は成立する。

	 正解率　53％

正解　⑶	

　解　説

⑴　貯金取引の法律的性格は，貯金は貯

金通帳，貯金証書を占有している者で

はなく，真の貯金者として定められた

特定の者が債権者であるという「指名

債権」である。したがって，⑴は誤り

である。

⑵　貯金は金融機関と貯金者の合意だけ

で成立する「諾成契約」ではなく，金

銭の授受があってはじめて成立する「要

物契約」である。したがって，⑵は誤

りである。

⑶　貯金は契約の成立に一定の方式（例

えば，一定の書類（契約書など）の作成）

を必要としない「不要式契約」である

ので，貯金通帳や貯金証書を発行しな

くても貯金契約は成立する。したがっ

て，⑶は正しく，これが本問の正解で

ある。

犯罪収益移転防止法「取引時確認」

問　10　犯罪収益移転防止法における「取引

時確認」について，誤っているものを 1つ選

びなさい。

⑴　個人顧客の場合，本人特定事項の確認と

は，氏名，住居，生年月日の 3 項目を公的

書類により本人確認することである。

⑵　現金による 10 万円以上の振込等の為替取

引および自己宛小切手の振出取引は，公的

書類による本人特定事項の確認が必要であ

る。

⑶　顧客本人になりすましている疑いがある

などの「高リスク取引」については，法令

の定める方法により厳格な本人特定事項お

よび顧客管理事項の確認を行い，さらに，

取引価額が 200 万円を超える財産の移転を

伴う場合には，「資産および収入」も確認す

る必要がある。

	 正解率　21％

正解　⑵	

　解　説

⑴　取引時確認における本人特定事項の
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確認とは，顧客が個人の場合には，氏名，

住居，生年月日の 3 項目を運転免許証

等の公的書類により本人確認すること

である。したがって，⑴は正しい。

⑵　取引時確認をしなければならない振

込等の為替取引および自己宛小切手の

振出取引は，現金 10 万円を超える（10

万 1 円以上）場合である。したがって，

⑵は誤りであり，これが本問の正解で

ある。

⑶　取引時確認の対象となる特定取引に

は，取引の相手方が顧客本人になりす

ましている疑いがある取引，取引時確

認事項を偽っている疑いのある顧客等

との取引など「高リスク取引」につい

ては，取引価額が 200 万円を超える財

産の移転を伴う場合には，「資産および

収入」も確認する必要がある。したがっ

て，⑶は正しい。

民法上の制限行為能力者

問　11　民法上の制限行為能力者について，

正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　制限行為能力者は，成年被後見人，被保

佐人および被補助人の 3 者を指している。

⑵　成年被後見人とは，「精神上の障害により

事理を弁識する能力が著しく不十分な者」

として家庭裁判所から後見開始の審判を受

けた者をいう。

⑶　被補助人とは，「精神上の障害により事理

を弁識する能力が不十分な者」として家庭

裁判所から補助開始の審判を受けた者をい

う。

	 正解率　41％

正解　⑶	

　解　説

⑴　民法（第 20 条）における制限行為

能力者とは，未成年者，成年被後見人，

被保佐人および被補助人の 4 者を指

している。したがって，⑴は誤りであ 

る。

⑵　成年被後見人とは，「精神上の障害に

より事理を弁識する能力を欠く常況に

ある者」として家庭裁判所から後見開

始の審判を受けた者をいう（民法第 7

条）。なお「精神上の障害により，事理

を弁識する能力が著しく不十分である

者」は被保佐人（民法 11 条）である。

したがって，⑵は誤りである。

⑶　被補助人とは，「精神上の障害により

事理を弁識する能力が不十分である者」

として家庭裁判所から補助開始の審判

を受けた者をいう（民法第 15 条）。し

たがって，⑶は正しく，これが本問の

正解である。

流 動 性 貯 金

普 通 貯 金 の 取 扱 い

問　12　普通貯金の取扱いについて，誤って

いるものを 1つ選びなさい。

⑴　普通貯金は，決済機能と利便性を兼ね備

えたいつでも払い戻しができる貯金で，成

年個人のお客さまの場合には原則として総

合口座通帳を交付する。
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⑵　貯金者本人のキャッシュカードの発行枚

数は，1 口座につき 1 枚とし，代理人カー

ドは原則として貯金者本人と生計を共にす

る親族または法定代理人に発行するものと

し，1 貯金口座につき 1 枚発行することが

できる。

⑶　利息計算は，貯金規定において毎日の最

終残高 1,000 円以上について付利単位を 1

円として計算すると定めている。

	 正解率　65％

正解　⑶	

　解　説

⑴　普通貯金は，公共料金やクレジット

カードの利用代金の引落しなどの「決

済機能」とATMを利用することにより，

いつでもどこでも払戻しができる「利

便性」を兼ね備えた貯金で，個人のお

客さまの場合には原則として総合口座

通帳を交付する。したがって，⑴は正

しい。

⑵　普通貯金には「キャッシュサービス

機能」（自動機器による取引）があり，

貯金者本人のキャッシュカードの発行

枚数は，1 貯金口座につき 1 枚とし，

代理人カードは原則として貯金者本人

と生計を共にする親族または法定代理

人に発行するものとして，1 貯金口座

につき 1 枚発行することができる。し

たがって，⑵は正しい。

⑶　普通貯金の利息計算は，毎日の最終

残高 1,000 円以上について付利単位を

100 円として計算し，組合所定の日に

貯金に組入れる。したがって，⑶は誤

りであり，これが本問の正解である。

貯 蓄 貯 金 の 取 扱 い

問　13　貯蓄貯金の取扱いについて，正しい

ものを 1つ選びなさい。

⑴　受入先は，個人のみとし，キャッシュカー

ドは発行しない。

⑵　給与，年金，配当金等の自動振込による

入金は行わないが，公共料金の支払い等継

続的な自動振替は行うことができる。

⑶　普通貯金と貯蓄貯金との間で，毎月指定

金額を指定日に振替える「スウィングサー

ビス」は，双方向に振替が可能である。

	 正解率　63％

正解　⑶	

　解　説

⑴　貯蓄貯金の受入先は，個人のみとし，

貯蓄貯金としてのキャッシュカードを発 

行できる。したがって，⑴は誤りである。

⑵　貯蓄貯金は，給与，年金等の自動振

込による入金および公共料金等の継続

的な自動振替は行うことができない。

したがって，⑵は誤りである。

⑶　貯蓄貯金は，普通貯金と貯蓄貯金と

の間で，毎月指定金額を指定日に振替

える「スウィングサービス」を利用す

ることで，双方向に振替が可能となる。

したがって，⑶は正しく，これが本問

の正解である。

総 合 口 座 の 取 扱 い

問　14　総合口座の取扱いについて，正しい

ものを 1つ選びなさい。

⑴　貸越しが伴う総合口座利用者は，成年者

（個人）とし，1 人 2 口座までとする。
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⑵　定期貯金が複数ある場合には，利率の低

い順に質権が設定され，貸越しの返済は貸

越利率の高いものから先に充当される。

⑶　貸越利率は，臨時金利調整法より担保定

期貯金の利率に年 0.5％上乗せした金利を

適用することと定められている。

	 正解率　77％

正解　⑵	

　解　説

⑴　貸越しが伴う総合口座利用者は，成

年者（個人）とし，1 人 1 口座とする。

したがって，⑴は誤りである。

⑵　貸越しの担保設定は，定期貯金が

複数ある場合には，利率の低い順に

質権が設定され，返済は貸越利率の

高いものから先に充当し，お客さまの

金利負担を軽くしている。したがって，

⑵は正しく，これが本問の正解であ 

る。

⑶　貸越利率は，法令の定めはなく，各

金融機関が任意に設定できるが，一般

に担保定期貯金の利率に年 0.5％上乗せ

した金利を設定しているところが多い。

したがって，⑶は誤りである。

定 期 性 貯 金

定 期 性 貯 金 の 取 扱 い

問　15　定期性貯金の取扱いについて，正し

いものを 1つ選びなさい。

⑴　スーパー定期貯金の複利型は，個人のみ

の取扱いで，期間 3 年以上は 1 年複利方式

である。

⑵　期日指定定期貯金は，個人のみの取扱い

で，期間は最長 3 年，1 年の据置期間経過

後は元金の一部の払戻しができ，半年複利

計算である。

⑶　変動金利定期貯金は，預入後 6 か月ごと

に金融情勢に応じて金利を変更し，基準指

標の金利にプレミアム利率を上乗せする方

法が一般的であるが，上乗せする利率は満

期日まで変更されない。

	 正解率　59％

正解　⑶	

　解　説

⑴　スーパー定期の複利型は，個人のみ

の取扱いで，期間 3 年以上で，利息計

算は半年複利である。したがって，⑴

は誤りである。

⑵　期日指定定期貯金は，個人のみの取

扱いで，期間は最長 3 年，1 年の据置

期間経過後は元金の一部の払戻しが可

能で，利息計算は 1 年複利である。し

たがって，⑵は誤りである。

⑶　変動金利定期貯金は，預入時には店

頭表示金利を適用し，預入日から 6 か

月ごとに金融情勢に応じて金利を変更

し，基準指標の金利にプレミアム利率

を上乗せする方法が一般的であるが，

上乗せする利率は満期日まで変更され

ない。したがって，⑶は正しく，これ

が本問の正解である。

当 座 貯 金 取 引

問　16　当座勘定取引について，誤っている

ものを 1つ選びなさい。
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⑴　手形交換所の加盟金融機関は，手形交換

所の取引停止処分を受けた者に対し，取引

停止処分日から 2 年間，当座勘定取引をす

ることはできない。

⑵　手形用紙・小切手用紙は，お客さまの希

望を聞いて必要と判断される枚数を実費で

交付する。

⑶　手形交換所の取引停止処分により，当座

勘定取引契約を強制解約する場合は，解約

通知が相手先に通常到達すべき時に到達し

たものとみなされる到達日に解約の効力が

生じる。

	 正解率　36％

正解　⑶	

　解　説

⑴　手形交換所の申し合わせにより，加

盟金融機関は，手形交換所の取引停止

処分を受けた者に対し，取引停止処分

日から 2 年間，当座勘定取引と貸出取

引（債権保全のための貸出を除く）を

することはできない。したがって，⑴

は正しい。

⑵　手形，小切手用紙の交付は，当座勘

定規定において「手形用紙・小切手用

紙の請求があった場合には，必要と認

められる枚数を実費で交付します。」と

定めており，お客さまの希望を聞いて

必要と判断される枚数を交付する。し

たがって，⑵は正しい。

⑶　当座勘定規定において，「手形交換所

の取引停止処分を受けたために，当行

が解約する場合には，到達のいかんに

かかわらず，その通知を発信した時に

解約されたものとします。」と定めてい

る。したがって，⑶は誤りであり，こ

れが本問の正解である。

手形・小切手・手形交換

約 束 手 形 の 取 扱 い

問　17　約束手形の取扱いについて，正しい

ものを 1つ選びなさい。

⑴　金融機関交付の統一手形用紙以外は取扱

わない。

⑵　手形要件が欠けている白地手形は手形法

上は無効であるが，当座勘定規定において

振出日や受取人の記載がない白地手形が呈

示されたときは，振出人に連絡したうえで

引落すことを定めている。

⑶　手形の裏書譲渡の効力は，形式的に裏書

が連続している場合には，実質的な権利移

転があったものと推定される。このことを

裏書の権利移転的効力という。

	 正解率　24％

正解　⑴	

　解　説

⑴　約束手形，小切手用紙については，

統一手形用紙制度が導入されており，

当座勘定規定において，「当行が交付

した用紙を使用してください。」および 

「当行が交付した用紙以外の手形また 

は小切手については，当行は支払をし

ません。」と定めている。したがって，

⑴は正しく，これが本問の正解である。

⑵　手形要件が欠けている白地手形は，

手形法上は無効であるが，当座勘定規

定において，「確定日払いの手形で振出
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日の記載のないもの，また受取人の記

載がないものが呈示されたときは，そ

の都度連絡することなく支払うことが

できるものとします。」と定めている。

したがって，⑵は誤りである。

⑶　手形の裏書譲渡の効力は，形式的に

裏書が連続している場合には，実質的

な権利移転があったものと推定され，

重大な過失がない限り，手形の所持人

は手形の権利者であるという「資格授

与的効力」がある（手形法第 16 条）。

なお，「権利移転的効力」とは，裏書譲

渡により手形より生ずる一切の権利が

裏書人に移転する効力をいう（手形法

第 14 条）。したがって，⑶は誤りである。

小 切 手 の 取 扱 い

問　18　小切手の取扱いについて，正しいも

のを 1つ選びなさい。

⑴　小切手の支払呈示期間は，振出日から起

算して 10 日以内である。

⑵　特定線引小切手は，自己の取引先または

他の金融機関しか支払うことができない。

⑶　一般線引を特定線引に変更することはで

きるが，特定線引を一般線引に変更するこ

とはできない。

	 正解率　62％

正解　⑶	

　解　説

⑴　小切手の支払呈示期間は，振出日の

翌日から起算して 10 日以内である（振

出日を含めて 11 日間）。10 日以内とは

営業日の日数ではなく，期間中の休日，

祭日も日数に算入する。したがって，

⑴は誤りである。

⑵　平行線の中に特定の金融機関名が記

入されたものを特定線引小切手といい，

特定線引小切手は，特定金融機関にだ

け支払うことができる。または特定金

融機関が支払人のときは支払人の取引

先にだけ支払うことができる（小切手

法第 38 条 2 項）。したがって，⑵は誤

りである。

⑶　一般線引を特定線引に変更するこ

とはできるが，特定線引を一般線引に

変更することはできない（小切手法第 

37 条 4 項）。したがって，⑶は正しく，

これが本問の正解である。

不 渡 の 取 扱 い

問　19　手形交換所規則の不渡について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　「裏書不備」は 0 号不渡事由に該当し，不

渡届を提出する必要はない。

⑵　「資金不足」は第 1 号不渡事由に該当し，

持出金融機関からのみ不渡届を提出する。

⑶　「契約不履行」は第 2 号不渡事由に該当し，

支払銀行が手形交換所に対して異議申立提

供金を提供して異議申立をすることができ

る。

	 正解率　61％

正解　⑵	

　解　説

⑴　「裏書不備」など手形小切手の要件に

欠けることなどが事由の場合は，0 号

不渡事由に該当し，不渡届を提出する

必要はない。したがって，⑴は正しい。

⑵　「資金不足」，「取引なし」など支払人
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に支払能力がないことが事由の場合は，

第 1 号不渡事由に該当し，持帰金融機

関と持出金融機関の双方から不渡届を

提出する。したがって，⑵は誤りであり，

これが本問の正解である。

⑶　「契約不履行」，「偽造」など支払人に

支払能力はあるが，支払うべきでない

正当な事由がある場合は，第 2 号不渡

事由に該当し，「契約不履行」について

は，手形交換所に対して異議申立提供

金を提供して異議申立をすることがで

きる。したがって，⑶は正しい。

手 形 交 換 制 度

問　20　手形交換制度について，誤っている

ものを 1つ選びなさい。

⑴　不渡手形の返還は，通常，逆交換返還方

式で行われるが，止むを得ない場合は，持

出金融機関に交換日の翌営業日の午前 11 時

までに店頭返還することもできる。

⑵　「偽造」または「変造」は第 2 号不渡事由

に該当し，いずれも手形交換所に対して異

議申立提供金の免除を請求することができ

る。

⑶　第 1 回目の不渡届が提出されると不渡報

告に掲載され，その後 1 年以内に再度不渡

届が提出されたときは取引停止処分となる。

	 正解率　57％

正解　⑶	

　解　説

⑴　不渡手形の返還は，通常，翌営業日

の手形交換に持出す手形に組入れる「逆

交換返還方式」で行われるが，止むを

得ない場合は，持出金融機関に交換日

の翌営業日の午前 11 時までに返還する

「店頭返還方式」もある。したがって，

⑴は正しい。

⑵　手形交換所に対して異議申立提供金

の免除を請求できる不渡事由は，第2号

不渡事由のうち「偽造」または「変造」

である。したがって，⑵は正しい。

⑶　第 1 回目の不渡届が提出されると 

「不渡報告」に掲載され，その後 6 か月

以内に再度不渡届が提出されたときは

「取引停止処分」となる。したがって，

⑶は誤りであり，これが本問の正解 

である。
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為　　替

為 替 の 基 本

決 済 業 務 の 重 要 性

問　21　決済業務の重要性について，誤って

いるものを 1つ選びなさい。

⑴　為替取引は，「資金決済に関する法律」（資

金決済法）の施行により，金融機関だけに

認められている業務である。

⑵　決済業務は，低コストのフロー資金を吸

収でき，かつ手数料収入も確保できるので，

金融機関の収益改善に大きく貢献できる。

⑶　決済業務は，正確・迅速な事務処理や取

立手形などの重要物の保管管理を確実に行

うとともに，得られた情報の機密保持には

十分気をつける必要がある。

	 正解率　62％

正解　⑴	

　解　説

⑴　為替取引は，「資金決済に関する法律」

（資金決済法）の施行により，金融機関

にのみ認められてきた送金などの為替

取引が，民間企業でも金融庁に登録す

ることにより，1 回当たりの送金額が

100 万円以下のものに限り取扱うこと

ができる。したがって，⑴は誤りであり，

これが本問の正解である。

⑵　決済業務の重要性のひとつは，低コ

ストのフロー資金を吸収でき，かつ手

数料収入も確保できるので，金融機関

の収益改善に大きく貢献できることで

ある。したがって，⑵は正しい。

⑶　決済業務における担当者の心構えと

して，①正確・迅速な事務処理を行う

こと，②取立手形などの重要物の保管

管理を確実に行うこと，③決済業務は

「情報の宝庫」であり，得られた情報の

機密保持には十分気をつけながら，か

つ，「個人情報の保護に関する法律」（個

人情報保護法）に則して情報を取扱う

ことが必要である。したがって，⑶は

正しい。

為 替 の 種 類

問　22　為替の種類について，誤っているも

のを 1つ選びなさい。

⑴　農協，漁協，水加協，信連，信漁連，農

林中金の相互間で行われる為替取引を系統

金融機関では系統為替といい，それ以外を

他行為替と呼んでいる。

⑵　全国銀行内国為替制度における為替の種

類は，振込・送金・代金取立の 3 種類である。

⑶　農協または漁協が所属する信連・信漁連・

農林中金の為替業務を代理して行う場合や，

信連または信漁連が農林中金の為替業務を

代理して行う場合を代理為替という。

	 正解率　71％

正解　⑵	

　解　説

⑴　農協，漁協，水加協，信連，信漁連，

農林中金の相互間で行われる為替取引

は，本来は他行為替に属するが，系統金

融機関ではこれをとくに系統為替とい
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い，それ以外を他行為替と呼んでいる。

したがって，⑴は正しい。

⑵　全国銀行内国為替制度における為替

の種類は，振込・送金・代金取立およ

び為替取引に伴う金融機関間で生ずる

資金貸借の付替・請求に利用する雑為

替の 4 種類である。したがって，⑵は

誤りであり，これが本問の正解である。

⑶　農協または漁協が所属する信連・信

漁連・農林中金の為替業務を代理して

行う場や，信連または信漁連が農林中

金の為替業務を代理して行う場合を代

理為替という。したがって，⑶は正し 

い。

全国銀行内国為替制度で使用される為替の用語

問　23　全国銀行内国為替制度で使用される

為替の用語について，誤っているものを 1つ

選びなさい。

⑴　振込の為替通知を発信する金融機関を「仕

向金融機関」といい，その取扱店を「仕向店」

という。

⑵　代金取立手形の取立を他金融機関に委託

する金融機関を「委託金融機関」といい，

委託金融機関から手形の取立を委託され，

その取立事務を取扱う取扱店を「受託店」

という。

⑶　交換呈示された手形の決済や公共料金等

の口座振替などの決済業務を「資金決済取

引」という。

	 正解率　50％

正解　⑶	

　解　説

⑴　振込の場合に，依頼人から振込依頼

を受けて為替通知を発信する金融機関

を「仕向金融機関」といい，その取扱

店を「仕向店」という。したがって，

⑴は正しい。

⑵　代金取立手形の取立を他金融機関に

委託する金融機関を「委託金融機関」

といい，委託金融機関から手形の取立

を委託された金融機関を「受託金融機

関」，その取立事務を取扱う取扱店を「受

託店」という。したがって，⑵は正し 

い。

⑶　資金決済取引とは，為替取引に伴っ

て生ずる金融機関の間の資金の貸借を

決済するための取引をいう。したがっ

て，⑶は誤りであり，これが本問の正

解である。

全国銀行内国為替制度の概要

問　24　全国銀行内国為替制度の概要につい

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　為替取引の結果生ずる金融機関の間の資

金貸借は，全銀センターが集中計算を行い，

一般社団法人全国銀行資金決済ネットワー

ク（全銀ネット）が決済機関となって決済

している。

⑵　1 件あたり 3 億円以上の内国為替取引（給

与振込および賞与振込を除く）は，発信銀行・

受信銀行の日本銀行当座勘定（同時決済口）

の振替により，取引 1 件ごとに即時決済が

行われている。

⑶　全国銀行内国為替制度に加盟した金融機

関の間の為替通知や一般通信は，これらの

金融機関相互間を結ぶ通信機器で行われて

おり，この仕組みをデータ通信システムと

いう。
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	 正解率　77％

正解　⑵	

　解　説

⑴　為替取引の結果生ずる金融機関の間

の資金決済は，全銀センターが集中計

算を行い，資金決済に関する法律の施

行に伴い設立された一般社団法人全国

銀行資金決済ネットワーク（全銀ネッ

ト）が決済機関となって決済している。

したがって，⑴は正しい。

⑵　1 件あたり 1 億円以上の内国為替取

引（給与振込および賞与振込を除く）は，

取引 1 件ごとに為替通知の発信（全銀

センターの受信）と同時に，日本銀行

にある発信銀行の日本銀行当座勘定（同

時決済口）から為替資金の引落しを行

い，受信銀行の日本銀行当座勘定（同

時決済口）へ振替入金する即時決済が

行われている。したがって，⑵は誤り

であり，これが本問の正解である。

⑶　全国銀行内国為替制度に加盟した金

融機関の間の為替通知や一般通信は，

これらの金融機関相互間を結ぶ通信機

器で行われており，この仕組みをデー

タ通信システムという。その根幹となっ

ているのが全銀システムで，全銀セン

ター，全銀ターミナルおよびこの両者

を結ぶ通信回線で構成されている。し

たがって，⑶は正しい。

為替取引における振込の法律関係

問　25　為替取引における振込の法律関係に

ついて，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　依頼人と仕向店の関係は，委任契約であ

る。

⑵　仕向店と被仕向店の関係は，委任契約で

あると同時に事務管理と消費寄託の関係も

含まれていると解されている。

⑶　被仕向店と受取人の関係は，委託店から

依頼された振込を受取人の貯金口座に入金

する委任契約である。

	 正解率　58％

正解　⑶	

　解　説

⑴　依頼人と仕向店の関係は，依頼人が

振込資金を提出して，受取人あてに振

込を委託するものであるから，民法の

委任契約が成立する。したがって，⑴

は正しい。

⑵　仕向店と被仕向店の関係は，両者の

間で締結された為替取引契約により決

まり，この契約の性質は，委任契約で

あると同時に事務管理と消費寄託の関

係も含まれていると解されている。し

たがって，⑵は正しい。

⑶　被仕向店と受取人の関係は，為替契

約上の関係はなく，貯金規定において

為替による振込金を受け入れる旨を約

定しており，受取人の貯金口座に入金

しているだけである。したがって，⑶は

誤りであり，これが本問の正解である。

振 込・ 送 金

振 込 規 定 （ ひ な 型 ）

問　26　振込規定（ひな型）について，誤っ
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ているものを 1つ選びなさい。

⑴　振込依頼書による振込契約の成立は，当

組合が振込の依頼を承諾し振込資金等を受

領した時に成立するものと定めている。

⑵　電信扱いの場合には，窓口営業時間終了

間際，振込事務の繁忙日等やむを得ない事

由がある場合には，依頼日の翌営業日に振

込通知を発信することがある旨を定めてい

る。

⑶　入金口座なし等の事由により振込資金が

返却された場合には，すみやかに通知しま

すので，「訂正」の手続に準じて，正しい受

取人口座に再振込するよう定めている。

	 正解率　50％

正解　⑶	

　解　説

⑴　振込依頼書による振込契約の成立は，

振込規定（ひな型）第 3 条第 1 項にお

いて，当組合が振込の依頼を承諾し振

込資金等を受領した時に成立するもの

と定めている。したがって，⑴は正しい。

⑵　振込通知の発信については，振込規

定（ひな型）第 4 条第 1 項第 1 号にお

いて電信扱いの場合には，「依頼日当日

に振込通知を発信します。ただし，窓

口営業時間終了間際，振込事務の繁忙

日等やむを得ない事由がある場合には，

依頼日の翌営業日に振込通知を発信す

ることがあります」と定めている。し

たがって，⑵は正しい。

⑶　取引内容の照会等については，振込

規定（ひな型）第 6 条 3 項において，「入

金口座なし等の事由により振込資金が

返却された場合には，すみやかに通知し

ますので，第 8 条に規定する組戻しの

手続に準じて，振込資金の受領等の手続

をとってください」と定めている。した

がって，⑶は誤りであり，これが本問の

正解である。

振 込 の 取 扱 方 式

問　27　振込の取扱方式について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。

⑴　文書為替は，メール振込にのみ利用できる。

⑵　MT データ伝送または新ファィル転送は，

文書為替および先日付振込について利用する。

⑶　テレ為替は，当日扱いの振込および先日

付振込について利用する。

	 正解率　74％

正解　⑴	

　解　説

⑴　文書為替は，データ通信システムを

用いずに，為替通知を郵便や文書交換

によって被仕向店に届ける取扱方式で

メール振込と交換振込について利用す

る。したがって，⑴は誤りであり，こ

れが本問の正解である。

⑵　MT データ伝送または新ファイル転

送は，複数件の振込明細をまとめてデー

タ通信システムによって送達するもの

で，文書為替および先日付振込につい

て利用する。したがって，⑵は正しい。

⑶　テレ為替は，為替通知を 1 件単位で

送る手段としてデータ通信システムを

利用するもので，取組日当日に振込通

知を発信する「当日扱いの振込」と取

組日以前にあらかじめ振込通知を発信

する「先日付振込」について利用する。

したがって，⑶は正しい。
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振込依頼書の記載内容

問　28　振込依頼書の記載内容について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　振込依頼書の依頼人欄には，依頼人名と

フリガナが記入してあればよい。

⑵　振込金額は，ケタ違いや読みにくい数字

が記載されていないこと，金額の訂正がな

いことを確認する。

⑶　受取人の貯金種目，口座番号が不明な場

合は，受取人の住所・電話番号を記入して

もらう。

	 正解率　62％

正解　⑴	

　解　説

⑴　振込依頼書の依頼人欄には，依頼人

名，フリガナおよび住所，電話番号を

記入してもらう。住所，電話番号は後

日，振込内容について依頼人に照会す

る必要が生じたり組戻依頼があったり

した際に本人確認のための手段にもな

るので，記入は必須である。したがって，

⑴は誤りであり，これが本問の正解で

ある。

⑵　振込金額は，ケタ違いや読みにくい

数字が記載されていないことを確認す

る。金額の訂正はできない。したがって，

⑵は正しい。

⑶　受取人の貯金種目，口座番号が不明

な場合は，受取人の住所または電話番

号を記入してもらうとともに，次回か

らは貯金種目・口座番号を記入しても

らうよう依頼する。したがって，⑶は

正しい。

仕向店のテレ為替の取扱い

問　29　仕向店のテレ為替の取扱いについて，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　内国為替取扱規則では，他行あての振込

通知には他店券受入れの表示をしてはなら

ないので，他店券での振込を受付けること

はできない。

⑵　系統内国為替取扱規則では，テレ為替の

「当日扱いの振込」と「先日付振込」につい

ては，他店券を振込資金として受入れるこ

とができる。

⑶　先日付振込は，振込指定日の 5 営業日前

から 1 営業日前までの 5 日間に振込通知を

発信することができる。

	 正解率　40％

正解　⑵	

　解　説

⑴　内国為替取扱規則では，被仕向金融

機関に他店券の資金の管理を負わせる

ことになるため，他行あての振込通知

には他店券受入れの表示をしてはなら

ないこととしており，間接的に他店券

を振込資金として受入れることを禁止

している。したがって，⑴は正しい。

⑵　系統内国為替取扱規則では，テレ為

替の「当日扱いの振込」に限って，他

店券を振込資金として受入れることが

できるが，「先日付振込」については他

店券の受入れは認めていない。したがっ

て，⑵は誤りであり，これが本問の正

解である。

⑶　先日付振込は，振込依頼書を振込指

定日前に受付け，指定日前に振込通知

を発信するもので，発信日は振込指定



−34−

信用事業基礎

日の 5 営業日前から 1 営業日前までの

5 日間に振込通知を発信することがで

きる。したがって，⑶は正しい。

振 込 の 組 戻 の 取 扱 い

問　30　振込の組戻の取扱いについて，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　仕向店に振込依頼人から組戻の申出が

あったときは，振込金組戻依頼書と振込依

頼を受けた際に交付した振込金受取書（も

しくは振込受付書）を提出してもらい，依

頼人が自店の取引先の場合は，振込金組戻

依頼書に貯金の取引印を押印してもらい，

これを届出印と照合する。

⑵　被仕向店は，仕向店から組戻依頼を受け

たときは，振込資金が受取人の貯金口座に

入金処理済である場合には，受取人の承諾

を得なければ，入金を取消すことができな

い。

⑶　被仕向店は，受取人が組戻を承諾しない

とき，または振込資金がすでに払戻されて

いるときは，その旨を仕向店に連絡し，仕

向店と依頼人との間で解決してもらう。

	 正解率　70％

正解　⑶	

　解　説

⑴　仕向店に振込依頼人から組戻の申出

があったときは，振込金組戻依頼書と

振込金受取書（もしくは振込受付書）

を提出してもらう。組戻の申出は振込

依頼人本人でなければできないため，

依頼人が自店の取引先の場合は，本人

確認のため振込金組戻依頼書に貯金の

取引印を押印してもらう。なお，依頼

人が取引先でない場合は，組戻依頼書

と振込依頼書の筆跡を照合するととも

に，本人確認書類を提示してもらって

本人であることを確認する。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　被仕向店は，仕向店から組戻依頼を

受けたときは，その振込資金が受取人

の貯金口座に入金されているかどうか

を調べ，振込資金が受取人の貯金口座

に入金処理済である場合には，受取人

の承諾を得なければ，入金を取消すこ

とができない。したがって，⑵は正しい。

⑶　被仕向店は，受取人が組戻を承諾し

ないとき，または振込資金がすでに払

戻されているときは，その旨を仕向店

に連絡し，依頼人と受取人との間で解

決してもらう。したがって，⑶は誤り

であり，これが本問の正解である。

代 金 取 立

全国銀行内国為替制度における集中取立

問　31　全国銀行内国為替制度における集中

取立について，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　受託店と委託店の間の入金報告の受発信

を省略し，手形期日当日に取立てられたも

のとみなして，委託店は，期日当日に依頼

人の貯金口座に取立代金を入金する。

⑵　委託センターは，手形期日の 10 営業日前

までに到着するように，同一期日分をまと

めて各受託センターへ送付して取立を委託

する。

⑶　委託店は，取立依頼日（発送日）から支
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払期日までの期間が 1 か月以上（標準）余

裕のある手形について，自金融機関の集手

センター（委託センター）に送付する。

	 正解率　26％

正解　⑴	

　解　説

⑴　集中取立は，受託店と委託店の間の

入金報告の発受信を省略し，手形期日

当日に取立てられたものとみなして，

委託店は，期日当日に依頼人の貯金口

座に取立代金を入金する。ただし，取

立手形が不渡になる場合もあるので，

手形期日の翌営業日中は資金の払出し

を留保しておく。したがって，⑴は正

しく，これが本問の正解である。

⑵　委託センターは，手形期日の 7 営業

日前までに到着するように，同一期日

分をまとめて各受託センターへ送付し

て取立を委託する。したがって，⑵は

誤りである。

⑶　委託店は，取立依頼日（発送日）か

ら支払期日までの期間が 15 営業日以上

（標準）余裕があり，かつ集中取立の対

象となる手形について，自金融機関の

集手センター（委託センター）に送付

する。したがって，⑶は誤りである。

取 立 手 形 の 不 渡 処 理

問　32　取立手形の不渡処理について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　集中取立手形が不渡になったときは，期

日の翌営業日までに，受託店から不渡手形

1 件ごとに不渡通知が委託店あてに発信さ

れるので，委託店が不渡通知を受信したと

きは，期日入金となっている入金額を取消

し，依頼人に不渡の連絡をする。

⑵　個別取立の手形が不渡となり，不渡通知

を受信したときは，期日入金となっている

入金額を取消す。

⑶　不渡手形は，依頼人から返却手形受取書

と不渡手数料を徴し，依頼人本人であるこ

とを確認したうえ，取立委任裏書（または

取立委任印スタンプ）を抹消して依頼人へ

返却する。

	 正解率　41％

正解　⑵	

　解　説

⑴　集中取立手形が不渡になったときは，

期日の翌営業日までに，受託店から不

渡手形 1 件ごとに不渡通知が委託店あ

てに発信される。集中取立手形は手形

期日に入金されているので，委託店が

不渡通知を受信したときは，入金額を

取消し，依頼人に不渡の連絡をする。

したがって，⑴は正しい。

⑵　個別取立は，取立手形 1 件ごとに入

金報告（不渡の場合は不渡通知）を受

託店から委託店に通知する方式で，集

中取立のように期日入金はされていな

い。個別取立の手形が不渡となり，委

託店が不渡通知を受信したときは，帳

票に不渡の表示を行ったのち，依頼人

に不渡の連絡をする。したがって，⑵

は誤りであり，これが本問の正解であ

る。

⑶　受託店から不渡手形の返却があった

ときは，委託店はその内容を確認し，

依頼人から返却手形受取書と不渡手数

料を徴し，依頼人本人であることを確
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認したうえ，取立委任裏書（または取

立委任印スタンプ）を抹消して不渡手

形を依頼人へ返却する。したがって，

⑶は正しい。

代金取立「受託店」の取扱い

問　33　代金取立の「受託店」の取扱いにつ

いて，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　集中取立の場合は，封入されている手形

の枚数・金額が送達状に記載されている枚

数・金額と一致していることを確認し，受

領した封筒は手形期日まで保管する。

⑵　個別取立の場合は，点検済みの手形等を

期日順に保管し，受領した封筒は入金報告

または不渡通知の発信日の翌営業日までは

保管する。

⑶　不渡通知に記入する不渡理由コードは，

「取引なし」は「1」，「資金不足」は「2」で

ある。

	 正解率　55％

正解　⑵	

　解　説

⑴　集中取立の場合は，手形を封入した

封筒の表面に記載されている送達状枚

数と封入されている送達状枚数とを照

合確認するとともに，封入されている

手形の枚数・金額と送達状に記載され

ている枚数・金額とが一致しているこ

とを確認し，受領した封筒は手形期日

の翌営業日まで保管する。したがって，

⑴は誤りである。

⑵　個別取立の場合は，集中取立の集中

店の処理に準じて点検等を行い，点検

済みの手形等を期日順に保管し，受領

した封筒は入金報告または不渡通知の

発信日の翌営業日まで保管する。した

がって，⑵は正しく，これが本問の正

解である。

⑶　不渡通知に記入する不渡理由コード

は，「1」は「資金不足」，「2」は「取引

なし」である。したがって，⑶は誤り

である。

決 済 業 務

民間の給与振込にかかる「テレ為替」の取扱い

問　34　民間の給与振込にかかる「テレ為替」

の取扱いについて，誤っているものを 1つ選

びなさい。

⑴　給与振込事務取扱要領では，「被仕向銀行

は，給与振込指定日の営業開始時刻から支

払いができるよう入金処理する」と定めら

れている。

⑵　被仕向店は，振込指定日の 2 営業日前か

ら 5 営業日前に給与振込通知を受信する。

⑶　入金不能が生じた場合は，為替担当役席

者から仕向店の為替担当役席者に電話によ

り入金不能の旨を通知したうえ，直ちにテ

レ為替で資金を返戻する。

	 正解率　59％

正解　⑴	

　解　説

⑴　給与振込事務取扱要領では，「被仕向

銀行は，給与振込指定日の午前 10 時か

ら支払いができるように入金処理する」

と定められている。したがって，⑴は
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誤りであり，これが本問の正解である。

⑵　振込指定日の範囲は全営業日であり，

発信日の範囲は振込指定日の 2 営業日

前から 5 営業日前の 4 日間となってい

る。したがって，⑵は正しい。

⑶　給与振込については，事前に口座番

号の確認手続がとられているため，入

金不能が発生するケースはあまりない

が，入金不能が生じた場合は，速やか

に為替担当役席者から仕向店の為替担

当役席者に電話により入金不能の旨を

通知したうえ，直ちにテレ為替で資金

を返戻する。したがって，⑶は正しい。

年 金 振 込 の 取 扱 い

問　35　年金振込の取扱いについて，誤って

いるものを 1つ選びなさい。

⑴　わが国の年金は，大別して公的年金と私

的年金に分けることができ，私的年金には

企業年金や農業者年金等がある。

⑵　国庫金扱いの年金振込の対象となるのは，

国民年金，厚生年金，船員保険年金，労災

年金の 4 つである。

⑶　国庫金扱いの年金の取扱店舗となるため

には，日本銀行から国庫金振込事務取扱店

舗（国振指定店舗）の指定を受けなければ

ならないが，農協・漁協は信連または信漁

連の代理人として取扱いが認められている。

	 正解率　26％

正解　⑶	

　解　説

⑴　わが国の年金は，大別して公的年金

と私的年金に分けることができ，私的

年金には，民間資金扱いの企業年金や

農業者年金等がある。したがって，⑴

は正しい。

⑵　国庫金扱いの年金振込の対象となる

のは，政府（厚生労働省）が保険者となっ

ている国民年金，厚生年金，船員保険

年金，労災年金の 4 つである。したがっ

て，⑵は正しい。

⑶　国庫金扱いの年金の取扱店舗となる

ためには，日本銀行から国庫金振込事

務取扱店舗（国振指定店舗）の指定を

受けなければならない。農林中金が日

本銀行から国庫金振込事務取扱の委託

を受け，農林中金の代理人として信連

または信漁連が，復代理人として農協・

漁協が再委託を受けて，国振指定店舗

の年金受給者口座に振込む方法をとっ

ている。したがって，⑶は誤りであり，

これが本問の正解である。
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融　　資

融資業務の基本

融資業務の「信用創造機能」

問　36　融資業務の機能（はたらき）のうち，

金融機関の「信用創造機能」とは何か，正し

いものを 1つ選びなさい。

⑴　組合の経営面から見た融資業務のはた

らきは，組合収益の主要な柱である貸出金

利息を生み出すことを通じて，安定した組

合経営の維持に貢献することとなり，組合

の信用力が増大するというはたらきをいう。

⑵　地域社会において資金的な余裕のある人か

ら貯金として資金を集め，それを生活資金や

事業資金として必要とする人に融資することに

より遊休している資金を社会的に有用な目的

のために活用する媒介となるはたらきをいう。

⑶　最初に組合から貸出された資金が他の金

融機関に（預貯金として）預け入れされ，

その預貯金が貸出金原資として利用される

過程が何度か繰り返されることにより，地

域社会における金融機関組織全体としての

預貯金の残高は，当初に預け入れされた資

金以上に増大するという金融機関組織全体

としてのはたらきをいう。

	 正解率　43％

正解　⑶	

　解　説

⑴　組合の経営面からみた融資業務のは

たらきは，組合収益の主要な柱である

貸出金利息を生み出すことを通じて，

安定した組合経営の維持に貢献するこ

ととなり，組合の信用力が増大すると

いうはたらきは「融資業務の機能」（は

たらき）のひとつである。したがって，

⑴は誤りである。

⑵　地域社会において資金的な余裕のあ

る人から貯金として資金を集め，それ

を生活資金や事業資金として必要とす

る人に融資することにより遊休してい

る資金を社会的に有用な目的のために

活用する媒介となるはたらきは「信用

媒介機能」である。したがって，⑵は

誤りである。

⑶　最初に組合から貸出された資金が他

の金融機関に（預貯金として）預け入

れされ，その預貯金が貸出金原資とし

て利用される過程が何度か繰り返され

ることにより，地域社会における金融

機関組織全体としての預貯金の残高は，

当初に預け入れされた資金以上に増大

するという金融機関全体としてのはた

らきを「信用創造機能」という。したがっ

て，⑶は正しく，これが本問の正解で

ある。

融 資 業 務 の 5 原 則

問　37　融資業務の 5原則にあてはまるもの

として，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　正確・迅速性の原則・効率性の原則・収

益性の原則

⑵　法令等遵守の原則・公共性の原則・成長

性の原則

⑶　安全性の原則・流動性の原則・収益性の
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原則

	 正解率　73％

正解　⑶	

　解　説

　　融資業務を担当する者が，常に心が

けておくべき融資業務の 5 原則とは，

「安全性の原則・流動性の原則・収益性

の原則・成長性の原則・公共性の原則」

である。したがって，⑴⑵は誤りで，

⑶は正しく，これが本問の正解である。

融資業務における日常業務と法律

問　38　融資業務における日常業務と法律に

ついて，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　割引手形の受取りに際しては，振出日な

ど手形要件が白地であっても，当座勘定規

定により決済することを約定しているので，

手形要件の確認は不要である。

⑵　融資契約の法律上の性質は，金銭消費貸

借契約といわれ，その契約の成立要件は，

　民法の消費貸借の規定に定められており，

貸出実行時に資金を交付する要物性を充た

さなければならない。

⑶　融資業務において，契約書類や手形を作

成したときに貼付する収入印紙は，商法お

よび手形法の規定により，契約の種類や契

約金額によって税額に大きな差異がある。

	 正解率　50％

正解　⑵	

　解　説

⑴　手形割引の受取りに際しては，振出

日など手形要件が白地であっても，当

座勘定規定により決済することを約定

しているものの，手形法上，手形要件

の記載のない手形は無効とされ，割引

手形が不渡になった場合には，裏書人

に対する遡求権がないため手形債権を

回収することができないので，手形要

件の確認は必須である。したがって，

⑴は誤りである。

⑵　融資契約の法律上の性質は，金銭消

費貸借契約といわれ，その契約の成立

要件は，民法の消費貸借の規定に定め

られており，貸出実行時に資金を交付

する「要物性」を充たさなければなら

ない。この要物性を充たすために，融

資実行時の資金交付は，原則として貸

出先名義の貯金口座に振替入金してい

る。したがって，⑵は正しく，これが

本問の正解である。

⑶　融資業務において，契約書類や手形

を作成したときに貼付する収入印紙は，

印紙税法の規定により，契約の種類や

契約金額によって税額に大きな差異が

ある。したがって，⑶は誤りである。

融 資 の 種 類

問　39　融資の種類について，誤っているも

のを 1つ選びなさい。

⑴　普通融資（プロパー融資）は，組合が貯

金として預かった資金を原資として，組合

自らの判断で融資条件を決めることができ

る融資である。

⑵　要綱融資は，一定の範囲（全国，各都道

府県）の組合を対象に，融資対象者の資格，

資金使途，融資条件などを統一し，融資方

法を定型化した「融資要綱」に基づく融資

である。
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⑶　制度融資は，農業，漁業の保護や振興と

いう国などの政策的要求に基づく制度融資

で，系統金融機関の資金を原資とせず，す

べて国，都道府県の財政資金を原資とする

融資である。

	 正解率　64％

正解　⑶	

　解　説

⑴　普通融資（プロパー融資）は，組合

が貯金として預かった資金を原資とし

て，組合自らの判断で融資条件を決め

ることができる融資である。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　要綱融資は，一定の範囲（全国，各

都道府県）の組合を対象に，融資対象

者の資格，資金使途，融資条件などを

統一し，融資方法を定型化した「融資

要綱」に基づく融資である。したがって，

⑵は正しい。

⑶　制度融資は，農業，漁業の保護や振

興という国などの政策的要求に基づく

制度融資で，制度融資には，系統金融

機関の資金を原資とするものと，国，

都道府県の財政資金を原資とするもの

がある。したがって，⑶は誤りであり，

これが本問の正解である。

普 通 融 資 の 分 類

問　40　普通融資の分類について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。

⑴　証書貸付は，借入者が金銭消費貸借契約

証書を組合に差し入れる方式で，一般的に

は 1 年を超える長期間の融資を行う際に，

利用される方法である。

⑵　手形貸付は，借入者が借入金額を手形期

日に組合に対して支払う旨を記載した約束

手形を組合に差し入れる方式で，一般的に

は 1 年以内の短期の融資を行う際に，利用

される方法である。

⑶　手形割引は，借入者を振出人とする約束

手形を組合に差し入れ，組合が手形金額か

ら割引料を差し引いた金額で手形を買い取

る融資の方法である。

	 正解率　46％

正解　⑶	

　解　説

⑴　証書貸付は，貸付契約の証として借

入者が金銭消費貸借契約証書を組合に

差し入れる方式で，一般的には 1 年を

超える長期間の融資を行う際に利用さ

れる方法である。したがって，⑴は正

しい。

⑵　手形貸付は，借入者が借入金額を手

形期日に組合に対して支払う旨を記載

した約束手形を組合に差し入れる方式

で，一般的には 1 年以内の短期の融資

を行う際に，利用される方法である。

したがって，⑵は正しい。

⑶　手形割引は，商業手形の受取人から

手形の割引を依頼され，これに応ずる

ことをいい，組合が手形金額から割引

料を差し引いた金額で手形を買い取る

融資の方法である。したがって，⑶は

誤りであり，これが本問の正解である。

証 書 貸 付 の 実 務

問　41　証書貸付の実務について，正しいも

のを 1つ選びなさい。
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⑴　金銭消費貸借契約証書（借用証書）の契

約日付は，債務者が借用証書を組合に差し

入れた日付を記入する。

⑵　抵当権設定登記に記載された契約の日付

よりも資金交付が数日間遅れた場合は，登

記が行われた時点では融資契約は成立して

いないことになり，抵当権は無効とされる。

⑶　元利均等償還方式は，元金部分と利息部

分の合計額が一定になる返済方法で，返済

が進むと，返済額に占める元金の割合が高

くなる。

	 正解率　63％

正解　⑶	

　解　説

⑴　融資契約は「要物契約」といわれ，

債務者に資金が交付された時点で成立

するとされているので，金銭消費貸借

契約証書（借用証書）の契約日付は，

通常，資金交付が行われる貸出実行日

と同じ日付を記入する。したがって，

⑴は誤りである。

⑵　抵当権設定登記に記載された契約の

日付よりも資金交付が数日間遅れた場

合は，法律的には登記が行われた時点

では融資契約は成立していないことに

なるが，判例や実務では，登記手続に

要する程度の日数の範囲内であれば，

抵当権は有効であるとして扱っている。

したがって，⑵は誤りである。

⑶　元利均等償還方式は，元金部分と利

息部分の合計額が一定になる返済方法

で，返済が進むと，返済額に占める元

金の割合が高くなる。したがって，⑶

は正しく，これが本問の正解である。

証書貸付の繰上げ返済

問　42　証書貸付の繰上げ返済について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　債務者は，返済期限前に繰上げて返済す

る場合には，あらかじめ組合へ通知が必要

である。

⑵　債務者は，一部繰上げ返済および全額繰

上げ返済は，任意の日（信用事業の休業日

を除く。）にできる。

⑶　債務者は，繰上げ返済をする場合には，

手数料はかからない。

	 正解率　57％

正解　⑶	

　解　説

⑴　金銭消費貸借契約証書に繰上げ返済

条項を設けており，債務者は，この契

約による債務を期限前に繰上げて返済

する場合には，繰上げ返済日の○○日

前までに組合へ通知することを定めて

いる。したがって，⑴は正しい。

⑵　債務者は，一部繰上げ返済および全

額繰上げ返済は任意の日（信用事業の

休業日を除く）にできるものと定めて

いる。したがって，⑵は正しい。

⑶　債務者は，繰上げ返済をする場合に

は，組合店頭に示された所定の手数料

を支払うことを定めている。したがっ

て，⑶は誤りであり，これが本問の正

解である。

手 形 貸 付 の 実 務

問　43　手形貸付の実務について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。
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⑴　手形貸付の利点の 1 つとして，手形サイ

トが 2 ～ 3 か月以内で設定され，手形期日

ごとに手形の書替が行われるので，その際

に融資先と面接し，資金繰りや事業の状況

など情報収集ができることがある。

⑵　組合は，金銭消費貸借に基づく貸付債権

と手形債権の 2 種類の債権を持つことにな

るが，延滞時には，まず手形債権によって

手形金を請求しなければならない。

⑶　手形の書替の場合には，旧手形に保証人

の手形保証がなされていた場合には，新手

形にも手形保証が必要である。

	 正解率　57％

正解　⑵	

　解　説

⑴　手形貸付の利点のひとつは，手形サ

イトが 2 ～ 3 か月以内で設定され，手

形期日ごとに手形の書替が行われるの

で，その際に融資先と面接し，資金繰

りや事業の状況など情報収集ができる

ことである。また，金利など融資条件

の交渉ができる。したがって，⑴は正

しい。

⑵　組合は，金銭消費貸借に基づく貸付

債権と手形債権の 2 種類の債権を持つ

ことになるが，延滞時には，基本取引

約定書において，組合は手形または貸

付債権のいずれによっても請求するこ

とができる旨を定めており，このこと

は判例などでも認められている。した

がって，⑵は誤りであり，これが本問

の正解である。

⑶　手形の書替の場合には，旧手形に保

証人の手形保証がなされていた場合に

は，新手形にも手形保証が必要である。

したがって，⑶は正しい。

当 座 貸 越 の 実 務

問　44　当座貸越の実務について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。

⑴　当座貸越契約の法律的性質は，金銭消費

貸借の予約として扱うのが一般的で，組合

が当座貸越極度まで融資義務を負う。

⑵　当座貸越契約の内容は，貸越極度額の定

め，契約期限，利息の計算，貸越債権の担保・

保証の定めなどである。

⑶　契約期限を定めた場合には，期限到来に

より貸越取引は終了するが，期限前に振り

出された手形・小切手が期限後に呈示され

た場合は，当座貸越契約の範囲内として組

合は融資義務を負う。

	 正解率　42％

正解　⑶	

　解　説

⑴　当座貸越契約の法律的性質について

は，最近の実務では金銭消費貸借の予

約として扱うのが一般的で，組合が当

座貸越極度まで融資義務を負う。した

がって，⑴は正しい。

⑵　当座貸越契約の内容としては，貸越

極度額の定め，契約期限，利息の計算，

貸越債権の担保・保証の定めなどが主

要なものである。したがって，⑵は正

しい。

⑶　契約期限を定めた場合には，期限到

来により貸越取引は終了するので，期

限前に振り出された手形・小切手が期

限後に呈示された場合は，組合は融資

義務を負わない。したがって，⑶は誤
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りであり，これが本問の正解である。

農協（漁協）取引約定書

問　45　農協（漁協）取引約定書について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　農協（漁協）取引約定書は融資取引だけ

でなく，経済事業などすべての与信取引に

関して生じた債務の履行について適用され

る基本取引約定書である。

⑵　農協（漁協）取引約定書は融資取引の前

提となる基本契約書であり，一度契約すれ

ば，その後継続されるすべての融資取引に

適用される。

⑶　農協（漁協）取引約定書は，差入方式ま

たは双方署名方式のいずれかを選択する。

	 正解率　50％

正解　⑶	

　解　説

⑴　農協（漁協）取引約定書は，融資取

引だけでなく，経済事業などすべての

与信取引に関して生じた債務の履行に

ついて適用される基本取引約定書であ

る。したがって，⑴は正しい。

⑵　農協（漁協）取引約定書は，融資取

引の前提となる基本契約書であり，組

合とはじめて与信取引を開始するとき

はこの約定書を契約することが必要で，

一度契約すれば，その後継続されるす

べての融資取引に適用される。したがっ

て，⑵は正しい。

⑶　農協（漁協）取引約定書は，従来の

「差入方式」であったものを，契約当事

者双方が署名する「双方署名方式」に

改正されている。したがって，⑶は誤

りであり，これが本問の正解である。

JA統一ローン「住宅ローン」

問　46　JA統一ローン「住宅ローン」の取扱

いについて，誤っているものを 1つ選びなさ

い。

⑴　資金使途は，借入申込者またはその家族

が常時居住するための家屋の新築，購入，

増改築および他金融機関からの住宅ローン

の借換えと幅広い資金に利用できる。

⑵　貸付方式は証書貸付で，貸付期間は 3 年

以上 35 年以内である（借換応援型は 32 年

以内）。

⑶　担保は融資対象物件に第一順位の抵当権

を設定もしくは農業信用基金協会または農

協保証センターの保証をつけるか，担保ま

たは保証のいずれかを選択する。

	 正解率　47％

正解　⑶	

　解　説

⑴　JA 統一ローンの住宅ローンの資金使

途は，借入申込者またはその家族が常

時居住するための家屋の新築購入，増

改築および他金融機関からの住宅ロー

ンの借換えに利用できる。したがって，

⑴は正しい。

⑵　貸付方式は証書貸付（元金均等返済

または元利均等返済方式）で，貸付期

間は 3 年以上 35 年以内である（借換応

援型は 32 年）。したがって，⑵は正しい。

⑶　担保は融資対象物件（土地・建物）

に第一順位の抵当権を設定し，保証は

農業信用基金協会または農協保証セン

ターの保証を付ける。この担保と保証
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が貸付条件である。したがって，⑶は

誤りであり，これが本問の正解である。

農 業 近 代 化 資 金 制 度

問　47　農業近代化資金制度について，正し

いものを 1つ選びなさい。

⑴　農業近代化資金の原資は，都道府県の財

政資金を活用して農協が融資する。

⑵　借入者に対して，国と都道府県から 2 分

の 1 ずつ利子補給が行われる。

⑶　農協に対し，都道府県の信用基金協会が

債務保証をしている。

	 正解率　30％

正解　⑶	

　解　説

⑴　農業近代化資金制度の貸付資金は，

都道府県の財政資金ではなく，農協の

系統資金を活用して融資する制度であ

る。したがって，⑴は誤りである。

⑵　融資にあたっては，貸出金利と基準

金利の差に対して，国と都道府県から

2 分の 1 ずつ利子補給が行われるが，

利子補給は借入者ではなく農協の系統

資金に対する利子補給である。したがっ

て，⑵は誤りである。

⑶　農業近代化資金の融資を円滑にする

ため，農協に対し，都道府県の信用基

金協会が債務を保証する農業信用保証

保険制度が設けられている。したがっ

て，⑶は正しく，これが本問の正解で

ある。

融資事務の基本

消 滅 時 効

問　48　消滅時効について，正しいものを	

1 つ選びなさい。

⑴　民事債権は，10 年間行使しないと消滅時

効にかかる。

⑵　商事債権は，7 年間行使しないと消滅時

効にかかる。

⑶　手形債権のうち，手形所持人の振出人ま

たは引受人に対する請求権は手形の満期日

から 1 年で消滅時効にかかる。

	 正解率　67％

正解　⑴	

　解　説

⑴　消滅時効とは，権利が行使されない

状態が一定期間継続された場合に，そ

の権利を消滅させるという法律制度で

あり，民事債権の消滅時効は 10 年間行

使しないと消滅時効にかかる。したがっ

て，⑴は正しく，これが本問の正解で

ある。

⑵　商事債権については，5 年間行使し

ないと消滅時効にかかる。したがって，

⑵は誤りである。

⑶　手形債権のうち，手形所持人の振出

人または引受人に対する請求権は，手

形の満期日から 3 年で消滅時効にかか

る。したがって，⑶は誤りである。

連 帯 保 証

問　49　連帯保証について，正しいものを 1
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つ選びなさい。

⑴　債権者が連帯保証人に債務の履行を請求

したときは，連帯保証人は，債権者に対して，

まず主債務者に催告してほしい旨を主張す

ることができる「催告の抗弁権」がある。

⑵　連帯保証人は，債権者に対して，主債務

者には強制執行の容易な財産があるので，

まずそれから回収してほしい旨の主張がで

きる「検索の抗弁権」がある。

⑶　連帯保証人には「分別の利益」がないので，

複数の連帯保証人がいる場合には，債権者

はどの連帯保証人にも延滞債権の全額を請

求できる。

	 正解率　57％

正解　⑶	

　解　説

⑴　債権者が保証人に債務の履行を請求

したときは，連帯保証人は債権者に対

して，まず主債務者に催告してほしい

旨を主張することができる「催告の抗

弁権」はない。したがって，⑴は誤り

である。

⑵　連帯保証人は，債権者に対して主債

務者に強制執行の容易な財産があるの

で，まずそれから回収してほしい旨の主

張をすることができる「検索の抗弁権」

はない。したがって，⑵は誤りである。

⑶　連帯保証人には「分別の利益」がな

いので，複数の連帯保証人がいる場合

には，債権者はどの連帯保証人にも延

滞債権の全額を請求でき，連帯保証人

はそれに対して異議を申し立てること

ができない。したがって，⑶は正しく，

これが本問の正解である。

普通抵当権と根抵当権

問　50　普通抵当権と根抵当権について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　普通抵当権の被担保債権は特定の債権で

あるが，根抵当権の被担保債権は不特定の

債権である。

⑵　根抵当権設定契約の成立の条件は，被担

保債権の範囲と極度額，債務者を定めるこ

とである。

⑶　普通抵当権と根抵当権は，被担保債権が

返済されて消滅すれば，いずれも効力はな

くなる。

	 正解率　56％

正解　⑶	

　解　説

⑴　普通抵当権の被担保債権は特定の債

権であるのに対して，根抵当権の被担

保債権は不特定の債権である。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　根抵当権の被担保債権である不特定

債権を無制限に担保するのでは，その

範囲や限度が不明確になるので，民法

では，少なくとも「被担保債権の範囲」

と「極度額」および「債務者」を定め

ることを根抵当権設定契約の成立の要

件として定めている。したがって，⑵

は正しい。

⑶　普通抵当権は被担保債権が返済され

て消滅すれば効力はなくなるが，根抵

当権の場合は，一時的に債権がなくなっ

ても，その後も効力が及ぶ。したがって，

⑶は誤りであり，これが本問の正解で

ある。
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